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はじめに 

 
国立研究開発法人新エネルギー・産業技術総合開発機構において、制度評価は、被評価案

件ごとに当該技術等の外部専門家、有識者等によって構成される分科会を研究評価委員会の

下に設置し、研究評価委員会とは独立して評価を行うことが第４７回研究評価委員会におい

て承認されている。 

 
本書は、「クリーンデバイス社会実装推進事業」の事後評価報告書であり、ＮＥＤＯ技術

委員・技術委員会等規程第３２条に基づき、研究評価委員会において設置された「クリーン

デバイス社会実装推進事業」（事後評価）制度評価分科会において確定した評価結果を評価

報告書としてとりまとめたものである。 

 
 
 

平成２９年１１月 
国立研究開発法人新エネルギー・産業技術総合開発機構 

研究評価委員会「クリーンデバイス社会実装推進事業」制度評価分科会 
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審議経過 

 
● 分科会（平成２９年６月２３日） 

公開セッション 
１．開会、資料の確認 
２．分科会の設置について 
３．分科会の公開について 
４．評価の実施方法について 
５．制度の概要説明 

非公開セッション 
６．全体を通しての質疑 

公開セッション 
７．まとめ・講評 
８．今後の予定、その他、閉会 
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第 1章 評価 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

この章では、分科会の総意である評価結果を枠内に掲載している。なお、枠の下の箇条

書きは、評価委員の主な指摘事項を、参考として掲載したものである。 
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１．位置づけ・必要性について 

従来よりもはるかにデータに依存する社会の到来は、高度の技術で高い信頼性と

低電力性を有する「クリーンデバイス」を実現してきた日本の半導体産業にとって、

その実力を改めて発揮し、新産業に結びつける正に好機である。本事業は革新的な

デバイスの技術開発だけではなく、ユースケースへの架け橋を含めての取組を事業

化したという意味で、当時としては新しく重要で、時代のニーズとして求められて

いる事業であった。また、単に個々のユースケースへの注力だけでなく、より一般

性・普遍性のある形にするため、信頼性・安全性あるいは標準化・共通化という切

り口を必須条件としたことも当を得ていたと考えられる。研究開発と量産との間の

ギャップを埋めるために、デバイス事業者とサービス事業者の連携を研究段階から

深めるという挑戦的な取組は、成功のモデルケースを産学界に示す意味で意義深

い。 

 
＜肯定的意見＞ 
・ 日本再興を早期に実現するには、研究開発事業におけるダイナミズムを育み、発展させ、

閉塞感を払拭して将来に向けたビジョンを描く気運を、成功事例を多く創出することで

醸成することが肝要である。折しも、半導体素子の創生期からコンピューティング、コ

ミュニケーション、センシングと情報通信に革新的な社会価値を提供してきた半導体エ

レクトロニクスは今、IoT と呼ばれる新しくしかも無限とも言える価値創造の時代を迎

えようとしている。この、従来よりもはるかにデータに依存する社会の到来は、高度の

技術で高い信頼性と低電力性を有するデバイス、すなわち「クリーンデバイス」を実現

してきた日本の半導体産業にとって、その実力を改めて発揮し、新産業に結びつける正

に好機であると言える。 
・ 一方、半導体デバイス産業は巨大であると思われがちであることから、既定の路線での

応用を超えた新展開を試みることへは挑戦しづらいという風潮があり、エンドユーザー

へのサービスにイノベーションを起こしにくい。また、新サービスの事例を多く創出す

るにはデバイスメーカーと中小も含めたサービス事業者との連携促進が有効と期待され

るが、民間のみでは研究開発の段階からそのような連携を多く生み出すのは困難であり、

NEDO の関与が必要とされる。 
・ NEDO も含めこれまでの国の研究開発事業は、技術開発を重視したもの、あるいは技術

開発を行った者がそれを事業化する型の研究開発事業がほとんどであったように思う。

一方、今回の「クリーンデバイス社会実装推進事業」は、利用を想定してきた機器だけ

でなく、社会のニーズを踏まえた、あるいは社会ニーズを掘り起こす様々な製品・サー

ビスを社会実装して世に示すことを目的としたものであり、そのために具体的なユース

ケースを実装できる企業連携組織を構成して研究開発事業を実施するもので NEDO 事

業として画期的、革新的であると言える。 
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・ 革新的なデバイスの技術開発だけではなく、ユースケースへの架け橋を含めての取組を

事業化したという意味で、当時としては新しく重要で、時代のニーズとして求められて

いる制度であった。また、単に個々のユースケースへの注力だけでなく、より一般性・

普遍性のある形にするため、信頼性・安全性あるいは標準化・共通化という切り口を必

須条件としたことも当を得ていたと考えられる。 
・ 研究開発と量産との間のギャップを埋めるために、デバイス事業者とサービス事業者の

連携を研究段階から深めるという挑戦的な取組は、成功のモデルケース（場合によって

は課題）を産学界に示す意味で意義深いと考えます。 
・ クリーンデバイスにより新たなユースケースを創出すること、それを実装して実証する

こと、以後の普及拡大に向けたコンソーシアム等の設置することは、本制度の目的を達

成するために妥当なものである。 
・ 電子デバイスの大量普及が予期される中、省エネルギー性能に優れた電子デバイス（ク

リーンデバイス）を新たな用途に実装し、電子デバイス利用における省エネルギー効果

を大量導入することを目的にしており、普及拡大に当たって信頼性・安全性の検証や標

準化・共通化を主導するため、複数のサプライチェーンに跨るコンソーシアムを組成し

研究開発を主導するという制度であり、NEDO が実施する事業としての意義は明確であ

ったと考えられる。 
・ 研究成果を標準化によって制度参加者以外に広く還元していく点は社会的に有益と考え

ます。 
・ 革新的デバイスの研究開発・事業化の促進は、日本の産業界の発展と人的資源の高度化

のためには、依然として必要な政策と考えます。 
・ このような制度は日本の産業のダイナミズムの育成に大きく貢献できるものと期待され

ることから、今後さらに拡大、発展させていくべきである。 
・ 制度については、ユースケースや標準化提案を目標として定めており、実際に委託事業

から複数の標準化提案がなされるなど、目標も妥当であったと考えられる。 
・ 革新的デバイスを起点としたエネルギー効率の向上と新産業創出は、日本が率先して取

り組むべき価値のあるテーマと考えます。 

 
＜改善すべき点＞ 
・ 標準化を目標として強く出し過ぎると新たな展開を阻害してしまう場合もあり得ると思

われることから、何を標準化するかの方向性については、適切なマネジメントを実施し

ていただきたい。 
・ 改善すべきというよりは、将来へのコメントとして、このような取組を今後も継続する

ことが我が国のエレクトロニクス産業力強化には大切と考えられる。 
・ 「社会実装」・「提案公募型」という制度の性格上、やむを得ない部分も考えられるが、

省エネ効果の定量的な目標等も設定できれば、なお良かったと考えられる。 
・ 研究成果の標準化は、デジュールが一般には事業化の促進材料になるとは限らず、社会

に広く還元させるための補助的な工夫があれば、なおよかったと考えます。 
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２．マネジメントについて 

デバイスメーカーからサービス事業者まで複数企業を含めた連携体での研究開発事業に

なるため、委託事業としたことは妥当である。革新的デバイスのユースケースをユーザーと

ともに定めて実施する点は、制度の主旨に合致しており、有効であった。公募に対して 2 年

度合計で 38 件と多くの応募があったことは、当該制度に対する産業界の関心が高かったこ

と、ならびに NEDO のテーマ発掘に向けた広報と公募方法が妥当であったことを示してい

る。また、研究開発責任者とは別にプロジェクトリーダーを設け、研究開発以外に必要とな

るユースケースの検討や標準化等に関わる取組を横断的にマネジメントする仕組みを導入

したことも、研究開発を適切に管理するうえで有効な取組であった。テーマを実施するにあ

たり技術経営アドバイザーを設置し、実施計画作成時も含めて事業化及び標準化の観点から

各テーマに助言を与えたことは新しく有効なマネジメント手段として極めて高く評価でき

る。 
一方、ユースケースの実装、実証まで含めて 2 年間での実施は、かなりハードルが高い目

標設定になったものと想像される。今回のテーマは全て順調に成果を挙げたが、テーマ設定

の幅を拡げるためには例えば 3 年間などの枠も設定しても良かったのではないか。 

 
＜肯定的意見＞ 
・ デバイスメーカーからサービス事業者まで複数企業を含めた連携体での研究開発事業に

なるため、委託事業としたことは妥当であると言える。 
・ 「社会実装」という新たな制度の実施に当たり、テーマ公募数を十分に確保するため、

関係機関と連携した説明会といった従来の手法のみならず、企業や業界団体のヒアリン

グを通じて、NEDO 自ら標準化やユースケース策定を進めるべき分野に当たりをつけ、

提案公募を促したことが特徴である。係る取組を通じて、結果的に採択数の 4 倍程度の

応募数があったことは、提案の「質」を問う競争環境を作り出し、優れたテーマの採択

（事後評価：全て「妥当」以上、うち 4 件が「優良」評価）に貢献したと考えられ、高

く評価できる。 
・ 革新的デバイスのユースケースをユーザーとともに定めて実施する点は、制度の主旨に

合致しており、有効であると考えます。またユースケースの選定基準を客観性に基づき

審査している点は助成制度に基づく制度では意義のあることと考えます。 
・ 公募に対して 2 年度合計で 38 件と多くの応募があったことは、当該制度に対する産業

界の関心が高かったこと、ならびに NEDO のテーマ発掘に向けた広報と公募方法が妥

当であったことを示している。 
・ 採択審査に関しては、ユースケース（製品、サービス）が具体的に提示されそれが第三

者の意見も踏まえて客観的にニーズのあるものであることなど、本制度の特徴に照らし

た 20 件の審査基準を設定し、質の高い申請を採択したことは高く評価できる。 
・ 採択されたテーマ（1 年度目 5 件、2 年度目 6 件の計 11 件）のそれぞれの採択理由が明

示されており、それぞれが特徴のあるテーマで制度の目的にそったものであると評価で

きる。 
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・ テーマは、いずれも社会的ニーズのあるものと考えます。 
・ 各テーマに、申請に基づき、あるいは NEDO 側からの指名に基づき、プロジェクトリー

ダーを設置して研究開発を運営したことは、連携体での制度を効率的かつ効果的に推進

するのに大いに役立ったものと評価できる。 
・ テーマを実施するにあたり技術経営アドバイザーを設置し、実施計画作成時も含めて事

業化及び標準化の観点から各テーマに助言を与えたことは新しく有効なマネジメント手

段として極めて高く評価できる。 
・ 技術アドバイザーによる助言は、採択時以外にも例えば各テーマの進捗会議に出向いて

もらうなどして計 22 回の実施実績に上るなどアクティブであったことも高く評価でき

る。 
・ NEDO 推進部が積極的にサイトビジットを実施し、進捗の把握に努めたこともマネジメ

ントに有効に作用したものと評価できる。 
・ 技術推進委員会を設け、1 年目の終了時にステージゲートの位置づけで中間評価を実施

し、遅れているあるいは問題のあるテーマについては実施計画の見直しを、一方、成果

をさらに発展させ得るテーマについては加速資金を投入あるいは実施期間を延長するな

ど、ダイナミックなマネジメントを行ったことは、短期間での成果の最大化に大きく役

立つものであったと推定され、高く評価できる。 
・ 実施者から、ヒアリングにより、NEDO によるマネジメントの改善に対する意見を聴取

し、改善に向けて速やかにアクションを起こしたことは高く評価できる。 
・ 事後評価委員会を実施し、11 テーマの内 4 テーマが優良、他の 7 テーマも妥当と評価さ

れたことは研究開発マネジメントが適切に行われ、有効に作用したことを裏付けるもの

である。 
・ 技術推進委員会や実施者とのヒアリングを踏まえ、制度の見直しに関し具体的なフィー

ドバックもでき、実施者からも有意義との声もあったとのことで、委員会やマネジメン

トは有効に機能したと考えられる。技術経営アドバイザーの設置も有効であった。また、

11 テーマすべてが達成度は妥当以上となったことは、採択委員会の運営方法なども適切

だったことが推察される。 
・ また研究開発責任者とは別に、プロジェクトリーダーを設け、研究開発以外に必要とな

るユースケースの検討や標準化等に関わる取組を横断的にマネジメントする仕組みを導

入したことも、研究開発を適切に管理するうえで有効な取組であったと言える。 
・ 研究開発成果創出に向けたマネジメントにおいても、多くの研究開発から NIP 提案が行

われていること、多数の特許出願（15 件）、メディア出稿（62 件）が行われている点も

高く評価できる。 
・ 技術経営アドバイザーを設置したことは、特に制度のメンバーである大企業が新規事業

を創出する上で有効と考えます。また、デバイス開発企業とユーザー企業との間の言葉

や文化の壁をうまく乗り越える上でも第 3 者的な技術経営アドバイザーの存在は有効と

考えます。 
・ 制度見直しや研究開発の進捗に応じた目標設定の見直しなど柔軟な対応は、良かったと
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考えます。 

 
＜改善すべき点＞ 
・ ユースケースの実装、実証まで含めて 2 年間での実施は、かなりハードルが高い目標設

定になったものと想像される。今回のテーマは全て順調に成果を挙げたが、テーマ設定

の幅を拡げるためには例えば 3 年間などの枠も設定しても良いと思う。 
・ 技術経営アドバイザーの活用も新しい試みであり、有効な制度であったと考えられるが、

実施計画策定時の助言（11 回）を除けば、進捗に応じて 9 回しか助言が行われておらず、

もう少しプロアクティブな活用を考えてみてもよかったのではないかと考えられる。 
・ 特に大きな問題はなかったものと考えます。強いて挙げれば、技術経営アドバイザーの

選定基準と成果の透明性を増すと、なお良いと考えます。 
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３．成果について  

11 テーマすべてが達成度は妥当以上であり、その中でも 4 つのテーマは達成度優良とい

う評価であったことから、成果は十分に出たと考えられる。特に、この事業によって総計約

400 企業・団体が参加するコンソーシアムや委員会が創立されたことは、今後のこの分野の

発展のベースが形成されたと考えられ、本事業がなければ上がらなかった特段の成果であ

る。また、多くの研究開発から NIP 提案が行われていること、多数の特許出願、メディア

出稿が行われている点も高く評価できる。 
なお、標準化を実現するには長期間の検討が必要になるため、本制度の検討結果を実際の

標準化等に反映させるという意味でも、本制度終了後も適宜フォローアップを期待したい。 

 

＜肯定的意見＞ 
・ 事後評価において、全てのテーマで最終目標を達成していると評価されており、制度及

びマネジメントが適切に運用されたことを示している。特に 4 つのテーマについては、

当初目標を超える成果を上げていると評価されていることは、NEDO 推進部によるダイ

ナミックなマネジメントが功を奏したものと推察される。 
・ 技術開発に留まらず、各テーマとも新規コンソーシアムの設立を行うか、あるいは既存

コンソーシアムとの連携強化につながっており、この観点での制度の目標を十分に達成

していると高く評価できる。 
・ 標準化・共通化については、既に 5 件の提案を行ったことは高く評価できる。2 年度目

採択テーマを中心に今後も増加すると見込まれる。 
・ 11 テーマすべてが達成度は妥当以上であり、４つのテーマは達成度優良という評価だっ

たことから、成果は十分に出たと考えられる。特に、この制度によって総計約 400 企業・

団体が参加するコンソーシアムや委員会が創立されたことは、今後のこの分野の発展の

ベースが形成されたと考えられ、本事業がなければ上がらなかった特段の成果が上がっ

たと考えられる。 
・ 最終的に全てのテーマが「妥当」以上と評価され、うち 3 件が「優良」評価を得たこと

は高く評価できる。 
・ 制度の目標である「ユースケース創出」や「標準化・共通化」に関しても、本制度を通

じて多数のコンソーシアムが創出され、多くの研究開発から NIP 提案が行われているこ

と、多数の特許出願（15 件）、メディア出稿（62 件）が行われている点も高く評価でき

る。 
・ すべてのテーマで、成果が試験的な社会実装あるいはその前段階に達しているようで、

評価できるレベルにあると考えます。 
・ 事業期間内の 3 年という短い期間に、新聞・雑誌等への掲載を 62 件、展示会等への出展

を 22 件行ったことは積極的な広報活動として高く評価できる。 
・ 今後 2020 年度時点で、売上金額で 370 億円、CO2 で 847 万トンの削減効果が期待で

き、国民への還元効果も大きく、NEDO が実施すべき事業、制度として妥当なものであ

ると評価できる。 
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・ 本事業によって、事業費の 10 倍以上の波及効果が見込まれる点も評価できる。 
・ 革新的デバイスの特性ゆえの新サービス、それを通した新産業を生み出せる可能性があ

るテーマがあり、高く評価できると考えます。 
・ 省エネルギー化という社会的課題の解決を通した産業創出の費用対効果は、多くが仮定

に基づく試算であることを考慮しても、十分であると考えます。 
・ 標準化の取組例として、高性能・高信頼性を示す評価方法を国際機関に提案中であるこ

とは、開発成果の市場での評価を高める上で評価できると考えます。 

 
＜改善すべき点＞ 
・ 各テーマの成果の詳細が不明であるので誤解によるものかも知れないが、今回提示され

た公開資料の範囲で見る限り、テーマによっては想定されるサービスを十分に提示でき

ていないものもあるように思われる。各テーマについて、マネジメントが十分に奏功す

るように改善を要することを示唆しているように思われる。 
・ 改善すべきというよりは、将来へのコメントとして、この事業で設立されたコンソーシ

アムや委員会の活動を今後とも注意を払い、支援できれば、よりしっかりとした成果に

結びつく可能性がある。 
・ 時限的な制度であるため難しいところもあるが、標準化を実現するには長期間の検討が

必要になるため、本制度の検討結果を実際の標準化・共通化に反映させるという意味で

も、本制度終了後も適宜フォローアップを期待したい。 
・ 革新的デバイスの特性を生かして社会実装につなげたことが分かりにくいテーマがあり、

この点を明確にしていただけるとなおよいと考えます。 
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４．総合評価／今後への提言 

制度の必要性、マネジメント及び成果において、優れた結果を残した。電子デバイスの大

量普及が予期される中、省エネルギー性能に優れた電子デバイス（クリーンデバイス）を新

たな用途に実装し、電子デバイス利用における省エネルギー効果を大量導入することを目的

とし、普及拡大に当たって信頼性・安全性の検証や標準化・共通化を主導するため、複数の

サプライチェーンに跨るコンソーシアムを組成し研究開発を主導するという本制度を、

NEDO が実施する意義は明確であった。 
また、技術開発のみに留まらず、ユースケースの実装による実証まで実施できる連携体を

構成した本事業を創設したことは、画期的・革新的であり、技術の社会的価値を創造・発展

させ、国内産業にダイナミズムを育み、日本再興につながるものと期待できる。 
一方、テーマの中には技術的な実証に留まっており、応用予定製品等は提示されているが、

それがどのような新サービスにつながるのか、また、どのような社会的価値を生み出すのか

を十分にアピールできていないものもあるようである。もっとサービス創出までウェートを

かけた視点でのテーマ設定を検討する等、今後類似の制度を立案する際には当該制度の知見

を活用していただきたい。 

 

＜総合評価＞ 
・ 従来は技術開発に中心が置かれた事業が主流であった NEDO 事業の中で、技術開発か

らユースケースの実装による実証まで実施できる連携体を構成した事業を創設したこと

は、画期的・革新的であり、技術の社会的価値を創造、発展させ、国内産業にダイナミ

ズムを育み、日本再興につながるものと期待できる。今回の事業を先導的な取組と位置

づけ、さらに拡大、拡張して発展させてもらいたいと思う。 
・ マネジメントについても、プロジェクトマネジャーの設置、技術経営アドバイザー制度

の設置、技術審査委員会によるステージゲート、サイトビジット、事後評価と技術開発

と事業化の双方に積極的に働きかける手法を導入し、短期間であったにも拘わらず、社

会にアピールできる多くの成果を上げたと言える。特に技術経営アドバイザー制度は実

施者に有効に作用したものと高く評価でき、他の事業での導入も検討していただきたい。 
・ 位置づけ、マネジメント、成果ともに優良で有意義な事業だったと考えられる。 
・ 電子デバイスの大量普及が予期される中、省エネルギー性能に優れた電子デバイス（ク

リーンデバイス）を新たな用途に実装し、電子デバイス利用における省エネルギー効果

を大量導入することを目的にしており、普及拡大に当たって信頼性・安全性の検証や標

準化・共通化を主導するため、複数のサプライチェーンに跨るコンソーシアムを組成し

研究開発を主導するという制度であり、NEDO が実施する事業としての意義は明確であ

ったと考えられる。＜再掲＞ 
・ 「社会実装」という新たな制度の実施に当たり、テーマ公募数を十分に確保するため、

関係機関と連携した説明会といった従来の手法のみならず、企業や業界団体のヒアリン

グを通じて、NEDO 自ら標準化やユースケース策定を進めるべき分野に当たりをつけ、

提案公募を促したことが特徴である。係る取組を通じて、結果的に採択数の 4 倍程度の
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応募数があったことは、提案の「質」を問う競争環境を作り出し、優れたテーマの採択

（事後評価：全て「妥当」以上、うち 3 件が「優良」評価）に貢献したと考えられ、高

く評価できる。＜再掲＞ 
・ 制度の目標である「ユースケース創出」や「標準化・共通化」に関しても、本制度を通

じて多数のコンソーシアムが創出され、多くの研究開発から NIP 提案が行われているこ

と、多数の特許出願（15 件）、メディア出稿（62 件）が行われている点も高く評価でき

る。＜再掲＞ 
・ 制度の必要性、マネジメント、成果など、評価対象項目において、優れた結果を残した

と考えます。 
・ 事業化までのギャップを埋める、技術経営アドバイザーの設置など、挑戦的な取組で、

社会への貢献度を増そうとしている点は、高く評価できると考えます。 

 
＜今後に対する提言＞ 
・ 産業発展へ大きな効果が期待される制度であるので、実施期間を 2 年間よりも長く設定

した枠も増設して、テーマの多様化を図ることを検討いただきたい。 
・ 有効な制度であるが、公開資料を見る限り、技術的な実証に留まっており、新サービス

を必ずしも提示できていないテーマもあるように感じられる。また、応用予定製品は提

示されて居るが、それがどのような新サービスにつながるのか、つまりどのような社会

的価値を生み出すのかを十分にアピールできていないものもあるように思われる。もっ

とサービス創出までウェートをかけた視点でのテーマ設定を検討していただきたい。 
・ このような効果的な事業を継続することが望まれる。 
・ 本制度では、研究開発成果を適切に創出するために、新しい試みが取り入れられたと考

えられる。（プロジェクトマネジャー設定、技術経営アドバイザー等） 
・ プロジェクトマネジャーについては、性格の異なるタスク（ユースケース検討、技術開

発、標準化等）を同期させ適切に進捗管理を進めるうえで有効な取組であったと考えら

れる。 
・ 技術経営アドバイザーも、実施計画書の策定や標準化といった、委託先事業者が不慣れ

な実施項目については、有効に機能したといえるが、委託期間に渡って十分に活用され

たとは言い難い。 
・ このような制度の知見を、他 NEDO 事業にも適宜還元することができれば、NEDO 全

体のマネジメントの高度化に貢献すると考えられる。 
・ 挑戦的な取組については、課題があれば反映し深化させるとともに、引き続き新しい取

組に挑戦していただきたいと考えます。 
・ 制度の目的からして、革新的デバイスを起点とする点は、今後も徹底していただきたい

と考えます。 

 



 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 

第２章 評価対象事業に係る資料 
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１．事業原簿 
次ページより、当該事業の事業原簿を示す。 
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事業原簿 
作成：平成２９年６月 

上位施策

等の名称 
 

事業名称 クリーンデバイス社会実装推進事業 

(平成 26年度～平成 28年度) 

PJ コード：P14016 

推進部 ＩｏＴ推進部 

事業概要 我が国のエレクトロニクス産業には、省エネルギーに資する革新的デバイ

スとして、これまで国内で培ってきた実用化間近及び今後、実用化が見込ま

れるパワーデバイス、不揮発メモリ、低電力ＬＳＩ、光エレクトロニクス技

術デバイスや低消費電力に資するスマート制御ソフトウェア技術等について

は、エレクトロニクス機器の低消費電力化において、省エネルギーポテンシ

ャルを有する。しかしながら、開発された当初は価格が高く仕様や用途も限

定されているため普及には至っていない。こうした背景から、革新的デバイ

スの新規用途開拓が強く求められている。 

本事業では、デバイス企業とそのサービス企業の連携を促進し、より社会

課題解決及び社会価値の向上に資する新たなユースケース（具体的な製品と

サービスの明確化）を創出し、革新的デバイスを広く普及拡大させるための

信頼性・安全性や標準化・共通化の方針の策定を目指す。 
 

事業期間・

開発費 
事業期間：平成２６年度～平成２８年度 

契約等種別：委託 

勘定区分：エネルギー需給勘定 

［単位：百万円］ 
 平成２６年度 平成２７年度 平成２８年度 合計 
予算額 850 2,098 550 3,498 

執行額 605 2,098 542 3,245 

位置付け・

必要性 
(1)根拠 

国内外で情報通信量の増加と情報通信機器の普及により消費電力量の増加

が予測されており、環境問題およびエネルギーセキュリティの観点からエレ

クトロニクス機器自身の低消費電力化、高効率化の取組が不可欠である。こ

の取組により、省エネかつ高性能なエレクトロニクス機器の普及が進み、多

岐に亘る分野の省エネ化、社会課題の解決及び社会活動向上も期待される。 

また、半導体を始めとするエレクトロニクス産業は、自動車産業と並び裾

野が広く、日本の外貨獲得の主要産業（平成２５年度の輸出額約３．３兆

円）であるが、海外企業との競争激化等により、日本の半導体産業の国際競

争力は低下している。 

今後の日本のエレクトロニクス産業が国際競争力を強化し、更なる成長を

図っていくためには技術的優位性のある不揮発メモリ、パワーデバイス等の

新規デバイス及び関連システムがより多用途で高い価値を提供するととも

に、これらが必要となるような新市場創出が必要である。 

また、平成２５年６月に閣議決定された「日本再興戦略−ＪＡＰＡＮ ｉｓ 

ＢＡＣＫ」及び「科学技術イノベーション総合戦略」においては、エレクト

ロニクス産業の発展のコアである革新的デバイス及びシステムの研究開発並

びに事業化の推進により、エネルギー効率向上及びエネルギー消費の削減を

図り、社会価値の向上に繋がる新市場創出を行うことが期待されている。 
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(2)目的 
情報通信機器等のエネルギー利用効率向上を進める上で、省エネルギーに

資する革新的デバイス（以下、クリーンデバイス※１と称する。）は非常に大き

な省エネルギーポテンシャルを有しているが、開発された当初は価格が高

く、仕様や用途も限定されているため、普及には至っていない。 

国立研究開発法人新エネルギー・産業技術総合開発機構（以下、ＮＥＤＯと

する。）は本制度の中で、実施テーマ（以下、テーマとする。）を公募し、省

エネルギーに資する革新的デバイスが、従来、利用を想定してきた機器だけ

ではなく、様々な製品・サービスへと新規用途の拡大を図ることで、省エネ

ルギー効果を最大限に活用することに繋げる。 

具体的には、クリーンデバイスを活用したユースケース（具体的な製品とサ

ービスの明確化）を創出し、クリーンデバイス製造事業者のみならず複数の

関連事業者が連携して、普及課題の解決にむけた実装・実証や信頼性•安全性

や標準化•共通化の考え方を纏めることで、将来のデバイスの普及拡大に繋

げ、省エネルギー効果を最大化する。 

 

※１）クリーンデバイスの定義： 

 省エネルギーに資する革新的デバイスであり、高周波半導体、不揮発メモ

リ、光エレクトロニクス、低電力ＬＳＩ、パワーデバイス、環境（光、熱、

振動）発電デバイス等の特定用途向けに実用化間近で、社会に実装されるこ

とで省エネルギー効果が期待されるデバイスと定義する。 

 
(3)目標 

本制度において、クリーンデバイス製造事業者のみならず、複数の関連事

業者が連携してユースケースを創出し、ユーザーが求める共通な仕様を整理

し、実証等を通じて信頼性・安全性、標準化・共通化の方向性を纏め普及拡

大に繋げる。 
 

マネジメン

ト 
(1)「制度」の枠組み 

対象者 企業等（大学、研究機関を含む）※ 

事業形態 委託（ＮＥＤＯ100%負担） 
費用 1 テーマあたり原則上限の 2 億円/年 

事業期間 原則採択決定から 2 年間以内 

※ただし、クリーンデバイス製造者のみならず、複数の関連事業者が連携し

て、ユースケースを創出し、ユーザーが求める共通の仕様を整理し、実証等

を通じてユースケースの実用性を検証できる体制を構築すること。 
 
(2)「テーマ」の公募・審査 
・公募説明会を実施（川崎、大阪）。 

・審査は、外部有識者で構成される採択審査委員により、提案書類の内容に

ついて書面審査及びヒアリングを実施し、両結果をもとに、委託事業者候

補を審議・決定した。 
・審査結果は、ＮＥＤＯホームページでテーマと委託先名を公表。また、委

託先に対しては個別に文書にて通知。 

・テーマ採択実績 

  採択年度 応募件数 採択件数 倍率 
平成２６年度 19 件 5 件 3.8 倍 

平成２７年度 19 件 6 件 3.2 倍 
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(3)「制度」の運営・管理 
・採択テーマ毎に、テーマの円滑な実施の責任を負うプロジェクトリーダー

を設定。 

・テーマの実用化・事業化、安全性・標準化・共通化における課題解決のた

め、実施者の求めに応じて、外部の専門家を「技術経営アドバイザー」

（以下、アドバイザーとする。）として委嘱し、アドバイザーより課題に

対する助言を行い、実施計画へ反映する。 

・各テーマの実施期間の１年目の終了時中間で、目標達成度及び進捗度を評

価するために、外部専門家による技術推進委員会を実施する。 

・上記技術推進委員会の結果にて、進捗の達成度よりテーマの継続もしくは

中止する。必要に応じて、事業化や標準化の加速のために、テーマ実施期

間延長や加速予算の措置を行う。 

・テーマ事後評価は、外部専門家により、成果報告書の内容について評価を

行う書面により全テーマの審査を行い、必要に応じてヒアリング審査を実

施し、成果の達成度を評価する。評価基準は、ユースケース創出/実装実

証、標準化・共通化、事業化の観点で審査。達成度の評価結果を次の表に

示す。 

（○は達成度が妥当、◎は達成度が優良、△は達成度の改善を要する）       

 
 

成果 ・平成 26年度採択の 5テーマ、平成 27年度採択の 6 テーマとも実施計画書

に掲げた、成果達成目標を達成した。 

・標準化・共通化、信頼性・安全性に関しては、11 テーマとも事業終了後も国

際標準化などを働きかける体制を構築した。国際標準（IEC）の NP 提案登録

（3 テーマ）とフォーラム標準（OITDA※1）の登録を行った。 

・実証したデバイスや技術を展開するコンソーシアムやフォーラム活動を推

進するＷＩＮＤＳネットワーク※2や可視光半導体レーザー応用コンソーシ

アムを設立し、事業終了後も自立して活動する体制を構築した。  

・事業化に向けては、11テーマとも事業化目標に向けて推進中。 

・クリーンデバイスの事業化とビジネス展開が進むことによりアウトカムと

しての省エネやＣＯ２削減効果が期待できる。 
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・社会・経済への波及効果として、特許、論文、研究発表、受賞実績、 

新聞・雑誌、展示会への出展の実績を下記表に示す。        

 
※ 1：一般財団法人光産業振興協会 

※ 2：Network for World Initiative of Nobel Devices and Systems  

  
評価の実

績・予定 
平成 27 年 5月 13 日、5月 15 日 技術評価委員会（平成 26 度採択テーマの中間評価） 

平成 28 年 5月 19 日、5月 31 日 技術評価委員会（平成 27 度採択テーマの中間評価）   

平成 29 年 6月 6日 テーマ事後評価委員会 
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２．分科会における説明資料 
次ページより、制度の推進者が、分科会においてプロジェクトを説明する際に使用した資

料を示す。 
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参考資料１ 分科会議事録 
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研究評価委員会 

「クリーンデバイス社会実装推進事業」（事後評価）制度評価分科会 

議事録 

 

日 時：平成 29 年 6 月 23 日（金）14：00～17：25 

場 所：NEDO 川崎本部 21 階 2101・2102 会議室 

 

出席者（敬称略、順不同） 

＜分科会委員＞ 

分科会長   浅野 種正 九州大学大学院 システム情報科学研究院 教授 

分科会長代理 桜井 貴康 東京大学 生産技術研究所 第三部 教授 

委員     段野 孝一郎 株式会社日本総合研究所 リサーチ・コンサルティング部門 部長 

（環境・エネルギー・資源戦略グループ担当） 

委員     三宅 常之 株式会社日経ＢＰ 日経テクノロジーオンライン編集 副編集長 

 

＜推進部署＞ 

都築 直史 NEDO IoT 推進部 部長 

梅田 到 NEDO IoT 推進部 統括主幹 

栗原 廣昭 NEDO IoT 推進部 主査 

服部 伸一 NEDO IoT 推進部 主査 

上野 隆 NEDO IoT 推進部 主査 

  

＜評価事務局＞ 

保坂 尚子 NEDO 評価部 部長 

井出 陽子 NEDO 評価部 主任 

駒﨑 聰寛 NEDO 評価部 主査 
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議事次第 

（公開セッション） 

１．開会、資料の確認 

２．分科会の設置について 

３．分科会の公開について 

４．評価の実施方法について 

５．制度の概要説明 

5.1 「位置付け・必要性について」「マネジメントについて」「成果について」 

5.2 質疑 
 

（非公開セッション） 

６．全体を通しての質疑 

 

（公開セッション） 

７．まとめ・講評 

８．今後の予定、その他 

９．閉会  

 
議事内容 

（公開セッション） 

１．開会、資料の確認 

・開会宣言（評価事務局） 

・配布資料確認（評価事務局） 

２．分科会の設置について 

・研究評価委員会分科会の設置について、資料1に基づき評価事務局より説明。 

・出席者の紹介（評価事務局、推進部署） 

３．分科会の公開について 

評価事務局より資料 2 及び 3 に基づき説明し、議題 6.「全体を通しての質疑」を非公開とした。 

４．評価の実施方法について 

評価の手順を評価事務局より資料 4-1～4-5 に基づき説明した。 

５．制度の概要説明 

5.1 「位置付け・必要性について」「マネジメントについて」「成果について」 

推進部署より資料 6 に基づき説明が行われた。その内容に対し質疑応答が行われた。 

5.2 質疑 

5.1 の内容に対し質疑応答が行われた。 

 

【浅野分科会長】 それでは、ただ今御説明いただいた概要に関して、委員の皆様から御意見・御質問等、

承りたいと思います。なお、非公開内容が含まれると思われる御意見・御質問については、恐れ入
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りますが次の議題 6、全体を通しての質疑でお願いしたく、ここでは公開を意識した御質問・御意

見等を頂ければと思います。宜しくお願いいたします。 

【桜井分科会長代理】 マネジメントに関して、三つスキームがあって、プロジェクトリーダーと、技術

経営アドバイザーの設置と、技術推進委員会という三つの組織を通じてマネジメントをしていく

という事だと理解していますが、この技術経営アドバイザーからのアドバイスや、技術推進委員会

から実施者に送られたプロジェクト推進におけるアドバイス等に関して、実施者側からのコメン

トといいますか、そこから得られた色々なアドバイスがどの程度役に立ったかというコメントと

か、その辺は把握していますか。 

【栗原主査】 技術経営アドバイザーのアドバイスの一つとして、標準化に係る所が結構あり、そもそも

標準化をどう進めてどこに持っていったらいいのかとか、今の標準化の動きにどう連携していけ

ばいいのかといった質問、アドバイスを求められる事もございます。例えば環境発電のテーマなど

で、今、MEMS で振動発電の標準化を進めているというフェーズでしたが、それに加えて環境発

電の方もうまくそこに入れないかといった所について、標準化の先生、具体的には大和田先生に相

談して、MEMS（微小電気機械システム：Micro Electro Mechanical Systems）の方の標準化の

グループと、うまく連携するように持っていっていただいた所もございます。 

そういう人的にもつながる部分と、それから技術的な部分といいますか、標準化をどう進めるか

といったアドバイスを頂いておりまして、標準化を進める上で非常に参考になったというか、そも

そもそれによって標準化提案までのテーマで持っていけたという事例もございます。 

【桜井分科会長代理】 そうしますと、実施者側からも大変役に立ったという事例が複数あるといいう

ことですか。 

【栗原主査】 複数あります。 

【段野委員】 まず始めの位置付け・必要性の所の目標の部分でお伺いしたいと思います。今回は事業化

に至る所と研究開発に至る所のちょうど間ぐらいで、社会実装というようなテーマを扱っている

ので、やや定性的な目標になってしまうのは致し方ない側面もあると思いますが、制度の目標を策

定された時に、定量的な目標を設定するかどうかという議論は、NEDO 内であったのでしょうか。 

【栗原主査】 定量的な目標については NEDO 内にはありましたが、このテーマそのものがテーマ公募

で、どのようなテーマ及び省エネであれば省エネに寄与するデバイスがあるのか、応募していただ

けるかどうかというような事が想定できていませんでしたので、具体的な個別の、例えば省エネ目

標とかそういったものは、全体としては作ってはいませんでした。ただ、およその目標的な心積も

りはあり、いくらぐらいの省エネ効果といった点については、想定はしていました。 

【段野委員】 本日のスライドの 11 ページ目です。スケジュールの 27 年度の部分で少し公募が遅れて、

28 年度に後ろ倒しになったという事ですが、ここはどういった要因があったのでしょうか。 

【栗原主査】 このクリーンデバイス事業の制度を設計して進めていく際に、この事業は NEDO 事業の

中でも、国内での実証とか標準化そのものを進める基盤整備事業としては、初めての試みでありま

した。制度立ち上げまで、NEDO の制度の中でそれをどううまく合わせて制度化するかといった

所で少し時間がかかったためと、実際にこういうテーマを立てて、事業化される企業や委託事業

者、またテーマがあるのかどうかといった点を色々、先ほどヒアリングという言葉で説明しました

けれども、その見極めに時間がかかったというのが正直な所です。 
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【段野委員】 具体的にそのヒアリングの部分についても、このテーマ発掘に向けたマネジメントの一

環としてお伺いしたいと思います。初めての試みという事で、テーマ公募という事もありますの

で、応募企業を確保するのもなかなか大変だったのではないかと推察します。説明のあった業界団

体や各経産局との連携以外に、NEDO として各企業のヒアリングの実施は何回されたとか、どん

な工夫をされたかとか、その辺りのマネジメントの取り組みで、知見なり教訓なりが得られた点が

あれば教えてください。 

【栗原主査】 まず、そもそもこういう事業があった場合、その効果や意義はどう感じられて、それが具

体化できるのかどうかという目的のヒアリングだったと思います。例えばある企業が、こういうデ

バイスが優れていますと言った所に訪問して、あるいは NEDO に来ていただいて、こういう「建

て付け」、例えば応用例について実証して、安全性なども含めて標準化までつなげられるのか。そ

れからユーザーも含めた体制が本当に作れるのかどうかといったヒアリングだったと思います。

そういうデータを重ねますと、それぞれのデバイスのデータやユースケースの情報が蓄積されて

きますので、その情報を一覧表にして比較して、こういう制度そのものが可能かどうかとか、遂行

できそうかどうかとか、そういった点の判断は行っておりました。 

【桜井分科会長代理】 説明の最後の方に、参加したテーマの方々が活動している「コンソーシアム／委

員会活動」という一覧がありますが、全体でいえばものすごい数になっていて、こういうネットワ

ークが出来たのは大変素晴らしい事ではないかと思います。今後のこの分野の発展という意味で

はベースになるのではないかと思います。質問としては、この企業の数は、このプロジェクトがあ

ったからこのコンソーシアムが出来たのか、そもそもこういうコンソーシアムがあって、その上で

このプロジェクトが動いているという事なのか。この国プロをやった事と企業数がどんな関係に

あるか教えていただけますか。 

【栗原主査】 このコンソーシアムの委員会で、「（設立）」と書いてあるのは、このプロジェクトで新た

に作ったコンソーシアムになります。従って、この表の上部の二つは結構大きい数になりますが、

これはこのプロジェクトの中で立ち上げて、運営を始めているという事です。このプロジェクトの

成果であると思っております。 

【桜井分科会長代理】 「連携」というのは、必ずしもここで立ち上げたものではありませんね。 

【栗原主査】 その通りです。「連携」はもともとそのプロジェクトが開始する前に、そのコンソーシア

ムがあった場合です。ただ、例えば⑤の環境発電のテーマにつきましては、このコンソーシアムの

中に参加している企業からこのテーマに公募していただいて採択したもので、その成果というの

はこのエネルギーハーベスティングコンソーシアムの中で展開されているという形になっていま

す。 

【桜井分科会長代理】 コンソーシアムが多く設立された理由というのは、標準化あるいは共通化を推

し進めた結果、設立された。そういうものを実施するために設立されたと考えて宜しいですか。 

【栗原主査】 その通りではあるのですけれども、そもそも標準化とか共通化とか共通仕様をまとめる

には、色々な業界などが集まって議論しないと作れないという点は、この事業設計の時点から検討

していました。そもそもそういう体制を作って進めてほしいという事で、実施計画の段階から、そ

のプロジェクトの委託先の企業や大学にはお願いして作っていただいたという事になります。 

【桜井分科会長代理】 という事は、この国家プロジェクトの仕組み自体がこういう結果につながった
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と理解して宜しいという事ですか。 

【栗原主査】 その通りだと考えております。この事業そのものが、委員会とかコンソーシアムを作って

体制を作るという事で、先ほど説明した最初の目標立ての時点からそうしていました。そういうお

願いをずっとして、これだけ作っていただいたという事になるかと思います。 

【浅野分科会長】 関連して、このコンソーシアムに対して、今後 NEDO として、この成果を最大化す

るためのアクションのようなものを想定されているのですか。 

【栗原主査】 構築したコンソーシアムについては、引き続き自立して継続実施してほしいと考えてい

ます。ただ、色々な予算的な措置がもし可能であれば、そこは NEDO として支援が出来ると思い

ます。できるだけ自立して広げていっていただきたいというのが本音です。例えば、こういうテー

マの中で、その後新たな用途というかユースケースを見つけて、新たに他の事業に進んでいるテー

マもあり、そういうテーマはそこに乗った形で引き続き NEDO の方がこういうコンソーシアムを

支援する形で進めようとしています。満遍なく全体に支援するのは、予算的、人的支援の問題とか

がございまして、そこまでは届いてはいないですけれども、いくつかはその後のコンソーシアムを

支援する形で進めています。 

【浅野分科会長】 別の観点になりますが、研究開発テーマそのものは、国内に研究開発拠点を有する企

業・団体という条件が入っていましたけれども、このコンソーシアムは、NEDO としては特にこ

こはコントロールしないという理解で正しいのでしょうか。例えば海外の企業がこのコンソーシ

アムに参加したいというような。国際標準を考えると、発展的に考えた方がいいとは思いますが、

その辺りはどうお考えか、お聞かせいただければと思います。 

【栗原主査】 そこが結構悩ましい所です。例えば二つ目のテーマである画像イメージャのテーマは

WINDS ネットワーク（Network for World Initiative of Novel Devices and Systems）という結

構大きなテーマで、海外からも参加をしたいという表明がいくつかあります。このテーマについて

言えば組織が二つあって、フォーラムみたいな情報共有の勉強会を行う所と、もう一つ、アライア

ンスというものがあり、実際に研究開発と一緒にこの技術を使って色々出来るかどうかと検討し

ます。これは東大の石川先生の所ですけれども、そういう進め方をしています。フォーラムの方は

オープンにしてどんどん入ってきて色々な議論を交わす。ただ、研究開発と一緒にやる所は、少し

ガードを設けるというような操作をする。国プロなのでおのずと、そういうお願いというか運用と

いった動きでやってもらっています。どちらかというと、そういう大きなコンソーシアムは海外か

ら入りたいというのはありますけれども、他のコンソーシアムは逆に海外に行って色々な情報を

仕入れてくるというような、そういう流れになっています。 

【三宅委員】 この制度はユースケースを想定する所から始まっているという事ですが、実際に例えば

コンソーシアムなどを通じてユーザーが参加するという事があると思います。その中で想定した

ユースケースが実際にユーザー企業から認められている例があるのか、教えていただけますか。 

【栗原主査】 ユースケースについて、こういうコンソーシアムなどで色々議論された中では、すごく有

意義というか事業性があるという事で、評価を頂いていると理解しています。ユースケースも 2 種

類あって、最初にこの提案の時点で提案されたユースケースと、それからコンソーシアムなどで新

たに出来るユースケースもあります。そういう意味で、ユーザー側がどんなビジネスをしたいかと

いうこともあって、恐らく提案時のユースケースについては、それをそのまま受け入れるという形
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にはならないのかと思います。新たにそれの変形みたいなもので、共通仕様みたいなものを使って

広げていくという話になっていくのではないかと思っております。 

【三宅委員】 当初と違うユースケースが出てきた時には対応されたのかどうかという、マネジメント

の仕方として何か例があれば教えていただけますか。 

【栗原主査】 その部分につきましては、NEDO の方で特にマネジメントとして規制したりしているわ

けではありません。そこはコンソーシアムなり委員会の方にある程度任せて、展開を広げてもらっ

ており、どういうユースケースでなければいけないとか、どう進めてほしいとか、そういった所は

NEDO 側で何か規制しているという事はありません。ただ、どんどん展開してくれという言い方

はしております。 

【都築部長】 例えばある例では、想定されているユースケースを、あらかじめユーザーと組んだ形を想

定し、実際に実証をやろうとしました。例えば光の反射の問題でやってみたら新たに発見された課

題が生じたわけです。ではどうしようかと、そういう用途ではない所で使えるようなものを検討し

ようという事で御議論いただいた結果、別の形で展開し、実際にそのユーザー、ユーザーというの

はその実証をした所に立ち会ったユーザーで、ユーザーメーカーとかユーザー企業という意味で

はなく一般の人です。そういう人からのアンケートなども頂いて評価を頂き、一定の効果を得たと

いう事です。実際こういう路線変更ではありますが、結果としては、やはりこの事業はそこまで到

達するのだという所を割と強く、我々のマネジメントとしてさせていただきました。そういった形

で実施者の側でも何とかそういう所まで持っていけるような議論をいただいたという事です。従

って、これをやってくださいとかあれをやってください、これが駄目だったらこれをやってくださ

いという所まで、手取り足取りという事ではありませんが、大きな目標との関係で御議論いただく

というマネジメントはしたという事です。 

【段野委員】 成果についてお伺いしたいのですけれども、本日の資料の 34 ページに、共通化や標準化

以外の「社会・経済への波及効果」として、特許の出願から展示会出展等々でまとめられてありま

す。今日の説明によると、28 年度においては、新聞・雑誌等への掲載 41 件と高い成果が出て、

NEDO も非常に力を入れられたというお話でしたけれども、こういった成果を世に広く発信して

いく上で、NEDO として各受託者の皆さんにどういう指導なり助言なりをされてきたのかについ

て教えてください。 

【栗原主査】 まず、こういう成果の PR に関しては、このプロジェクトをスタートさせる時点から、成

果が出たらこういうニュースリリースなどに持って行くという事で、いつの時点でどの辺でやり

ましょうという事を、前もってある程度計画していただいた所もございます。ただそれも、実施者

の製品計画の都合など色々あるので、なかなか難しい所はありました。そういう意味で、結構こう

いう発表とか、共同発表みたいなものをやっていく事について、かなり実施者の方にもお願いし

て、一緒に進めていったという感じです。 

【浅野分科会長】 マネジメントの方に少し戻らせていただいてお伺いします。プロジェクトリーダー

を設置されたという事ですが、ここを少しクリアにしたい。提案の時には、通常ですと研究責任者

のような方が取りまとめを行う形で提案があるのではないかと推定しますが、その方とは別にプ

ロジェクトリーダーを設置されたという事でしょうか。 

【栗原主査】 研究代表者というか責任者の方がプロジェクトリーダーになっているケースもあり、ま
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た研究責任者以外の方を立てていただいているケースもあります。まず、このテーマ全体として、

こういうスキーム全体を取りまとめていただくには、確かに研究責任者は実証の所はやっていた

だけるでしょうけれども、標準化もそうですが、全体取りまとめといった、コンソーシアムとか、

他のコンソーシアムとの連携みたいな所にちゃんとコネクションのある方を立てていただいたの

ではないかと思います。お答えとしては、テーマごとに違ってきてはいますが、研究責任者がプロ

ジェクトリーダーになっているケースもありますし、あるいはその上位職の方、あるいは大学の先

生、同じような研究をされている先生とかを立てているケースもあったかと思います。 

【浅野分科会長】 という事は、プロジェクトリーダーというのは、一応採択を決定してから、その後で

その各テーマが目指す所にふさわしい方を新たにリーダとして設置したという、そういう理解で

宜しいですか。 

【栗原主査】 そうなります。プロジェクトリーダーにつきましては、そのテーマの中でそういう候補を

出してもらって選定するという流れになっています。 

【浅野分科会長】 別の観点で、技術経営アドバイザーは、NEDO としては比較的新しい取り組みでは

ないかと推察しますが、この短期間、研究開発期間としてはたった 2 年しかなかったわけですね。

その間に随分多くの成果を出されたと思いますが、この技術経営アドバイザーの意見を各テーマ

実施者に伝えるタイミングというか、会合といったものをどのぐらいの頻度で行うように指導さ

れたのでしょうか。 

【栗原主査】 資料には回数と年度だけが書かれており、実施計画の明確化の部分と、段階という所で分

けています。まず実施計画書を作る段階で必ず技術経営アドバイザーの助言をもらってください

と言っています。もらってくださいというか、そもそも技術経営アドバイザーというのは、実施者

の方からリクエストして、そういうアドバイスの場を持ちますが、必ず実施計画作成段階で作って

ほしいという事で、この事業の最初の段階でまず助言を頂くということです。それからその後、実

行段階で色々相談したり、アドバイスが欲しかったり、外部の専門家の意見が欲しかったりした時

に、そういうリクエストをしてくださいというような、NEDO 側からそういう指導というか依頼

をしておりました。 

【都築部長】 考え方として、先ほど分科会長がおっしゃったように、2 年という短い間で、しかもこの

事業では事業化・実用化というのが研究開発としての非常に大きなミッションになっているわけ

です。研究開発の実施については、その研究開発をやるプレーヤーの方々にはそれなりのポリシー

もあるし、意図もあるし、それから成功見込みみたいなものもあると思いますが、この実証という

事で、その出口の所までちゃんとたどり着く所をできるだけ早い段階できちっと対応しないと、後

手に回ってしまって成果が出にくくなるという事があります。従って、これは早い段階で、できる

だけ自分を客観化できるようなアドバイザーのアドバイスを頂けるように誘導するという形で対

応させていただきました。ここでいうと「実施計画の明確化」で、できるだけそういうものを最初

から意図してコミットしていくような形で対応しようという趣旨です。 

【浅野分科会長】 大変素晴らしい取り組みだと思っております。得てしてこういう提案公募型という

のは、提案者が最初の設定した目標なり方法なりにこだわり過ぎる所があるので、それを途中で修

正していく体制というのは、大変新しくて素晴らしい取り組みだと聞かせていただきました。 

【桜井分科会長代理】 ｐ22 の表に関しまして、26 年度採択テーマは、年 1 回技術経営アドバイザーと
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の会合があって、各々6 回、5 回と、年に 1 回ずつ開催されましたが、27 年度採択テーマは、28

年度はセレクティブにしかやっていないのですか。 

【栗原主査】 実は 26 年度のテーマというのは、先ほど冒頭で御説明しましたが、単年度契約で、ここ

で契約が切れるという事があり、延長の契約をする必要がございました。そこで実施計画書を修正

する必要があり、その時にアドバイザーを使って助言を頂いて、2 年目の計画の見直しをやってお

ります。そういう事情がありまして、ここは都合 2 回やったというイメージになります。 

【桜井分科会長代理】 事務都合上、確かにそうなったのかもしれませんけれども、年に 1 回そういう

ものをやる事に意味があったのか、それとも 27 年度テーマは、もうそれを開催しなかったという

事は、大体 2 年ぐらいで 1 回やって、最初にその事業化に対しての色々なコメントが実施者に伝

わればそれでいいのか。結果はどうですか。 

【栗原主査】 そのとおりです。ここで 1 年間遂行して大体イメージがつかめたということもあります。

この契約の切り替わりの所で、27 年度採択テーマも、実は技術推進委員会でかなり計画に対する

御意見を頂いたという経緯があります。実効的にこの技術推進委員会の改善策を色々詰めた事も

あったものですから、27 年度採択のテーマについては、その契約といった所でアドバイザーを使

った助言を求めなかったというのが正直な事です。 

【桜井分科会長代理】 それから、よくサイトビジットといいますか、実際の研究開発の場にビジット

（訪問）する事もあったのではないかと思います。それは NEDO 自身がおやりになったという事

なのでしょうか。 

【栗原主査】 サイトビジットは、NEDO は自ら実施して、確認しています。 

【桜井分科会長代理】 それもある意味マネジメントの一つでしょうね。 

【栗原主査】 はい、マネジメントの一つと考えております。 

【桜井分科会長代理】 それから、位置付け・必要性の所ですけれども、この事業は平たく言うと、技術

と事業、ユースケースをつなぐという所で、今となってはそういう観点は色々な所で言われている

所だと思います。この事業を始める段階においては、そのちょうど中間といいますか、懸け橋の所

をしっかり押さえる立場の事業は、これが初めてなのでしょうか。それともこれ以前にも、技術と

ユースケースをつなぐ事を NEDO の事業にすることは、特にこの情報通信機器分野あるいはデバ

イス分野に関しては既にあったのでしょうか。それとも新しい取り組みだったのでしょうか。 

【栗原主査】 技術と事業化というか、ユースケースとつなぐという事が新しいか、新しくないかという

点で言いますと、NEDO の事業は、実際の事業化とかユースケースにつなぐ事がそもそもの目的

ではないかと私は捉えています。そういう意味では、他の色々な IoT 推進部がやっている以外の

プロジェクトでも、そういう位置付けでやっているのではないかと思います。このクリーンデバイ

ス事業の特徴は、デバイスを開発するというよりは、ここの実証の部分をしっかり実施して、その

評価の技術とか標準化をきちんと確立するということを目指しているという点で言えば、初めて

ではないかと思います。なおかつユースケースをまず複数挙げてもらって、それに乗って走るとい

う意味では、他の事業にはないものではないかと考えます。ですから、それはクリーンデバイスの

特徴でもありますが、事業化に向けてという意味では、NEDO の事業全体そうなのかと思います。

しかしながら、このクリーンデバイスの事業に対して言うと、そのやり方がちょっと他とは違って

いるかと思っております。 
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【三宅委員】 先ほどの技術経営アドバイザーについて再度確認させていただきたい。同じ目的で、例え

ば市場調査をするとか、アンケートをするといった事でその方向性を決めていく考え方もあり得

るのかなと思いますが、それに対するこの技術経営アドバイザーの設置、それからそれによるアド

バイスをして良かったと感じられる部分があったら教えてください。 

【栗原主査】 調査事業みたいなもので、色々そういうアドバイス的なものの知見を得る方法というこ

とですか。 

【三宅委員】 その通りです。例えばアドバイザーの、これは皆さん非常に専門的な知見をお持ちの方ば

かりだと思いますけれども、場合によっては個人の考え方に基づくという事にもなると思います。

ある一定の規模の調査であれば、ある程度の市場、それから社会を反映しているという可能性もあ

ります。恐らく技術アドバイザーという考え方は、その辺りも踏まえてこちらがいいという判断が

あったのかなと思ったもので、その辺りをお聞きできればと思います。 

【栗原主査】 そういう色々な市場調査的な話も確かにありますが、マネジメントの所で、この短期間の

中で方向性をきっちりと決めてもらうマネジメントをする時に、当然そういう市場調査的な話も

あるとは思いますけれども、直接そこのプロジェクトに専門家を送り込んで、そういう仕様なりア

ドバイスを吹き込みたいという思いがあり、今回は経営アドバイザーを設定すると判断しており

ます。当然、市場調査は各事業者が実施できるわけで、そこは実施していただいて、市場動向はち

ゃんと把握しながら実施計画の反映もしてほしいというような、NEDO の指導みたいなものは行

っていましたが、直接的にこういう支援を行うという事で、アドバイザーという制度を設定してい

ます。 

【三宅委員】 あともう一つ、成果について確認をしたい。例えば最初の「社会・経済への波及効果」と

して、東大寺での観光ガイド実証実験という例があったり、あるいはフィールドでの社会実装とし

て 38 ページで、窓ガラス、鉄道車両への実証を行ったりという事で、これはまさに実証につなが

った非常に分かり易い例かと私は思いました。この全てのテーマについて、このような実証という

段階、先ほどのフェーズの左から右へ移った事になっていると理解して宜しいのでしょうか。 

【栗原主査】 ここのフィールド実証というのは、フィールドというか、東大寺とか、そういう著名な所

とか、電車の上とか、そういった所の実証につながっている所です。他でそこまで行っているテー

マもありますが、割と試作システムみたいなもので実証している例もあります。ユースケースの実

用性を評価するという所に近いモデルで検証をしているという事です。例えば GaN の化学合成炉

というものです。要は電子レンジで、化学合成の加熱炉というもので、これは実験炉ですが、これ

よりひと回り大きい実証炉を作っていまして、実際にもう既にこれでその化学合成の生成が出来

るような試作レベルまで持っていっている所です。他のテーマについても、社会実装を意識した形

で、そういう実装を進めて検証しています。 

【浅野分科会長】 関連して、例えば資料の 39 枚目の「波及」という観点で質問です。テーマそのもの

の実施者は、どちらかというと大きな会社がメンバーになっているのが多いように思います。それ

が中堅とか中小にどのぐらい、この実証結果に基づいて今後の実用化に向けて波及するかという

観点で見ると、このスライドの右側に「総計 約 35 機関」という数字があります。この意味は、こ

こには国研も入っていますけれども、およそは企業が多いのではないかと思いますが、そういう

色々な企業に波及していますという理解で宜しいのでしょうか。 
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【栗原主査】 その通りです。これに書いてあるのは、ワイドバンドギャップの実装コンソーシアムとい

った所の企業の皆様がここに関わって、色々、用途とか、電力変換モジュールがどう評価できるか

を議論している企業とかが入って、やっていただいています。 

【浅野分科会長】 この中で中堅・中小は大体どのぐらいの数になるか、およその数、割合で結構ですが、

今すぐ数字は出ますか。 

【栗原主査】 中堅という所では、3 分の 1 ぐらいかと思います。 

【服部主査】 担当しました服部です。この事業のこのコンソーシアムに関しましては、多くはパワー半

導体関係の材料のメーカーとか、あるいは半導体そのもののメーカーとか、あるいはそれを評価す

るメーカー、そういう周辺のメーカーが非常に多く入っております。ですので、企業の規模といた

しましては、全てが大きな企業ばかりではなく、3 分の 1 程度は中規模程度のメーカーが入ってい

らっしゃるという形のコンソーシアムです。 

【浅野分科会長】 それでは、大体聞かせていただきましたので、以上で議題の 5 番目の「制度の概要説

明」については終了したいと思います。 
 

（非公開セッション） 

６．全体を通しての質疑 

  省略 

 

（公開セッション） 

７．まとめ・講評 

 

【浅野分科会長】 それでは、議題 7 のまとめと講評に移りたいと思います。順番は、恐れ入りますが三

宅委員の方から始めていただいて、最後私の方でという事で、進めたいと思います。では三宅委

員、宜しくお願いいたします。 

【三宅委員】 今回、技術開発から実証という、研究と本格事業化の間の部分を進めるという、事業化に

とってはギャップになり得る所に着目しているという事で、これは非常に社会的にも意味がある

のではないかと思います。選ばれているテーマは、いずれも、省エネあるいは社会とか産業に非常

にインパクトのある、意味のあるテーマを選んでいるという印象があります。進め方に関しては、

例えば技術経営アドバイザーを設置し、その時々の研究の状況に応じて柔軟に対応し、研究の方向

性をうまくかじ取りをされてきていると思います。成果につきましても、こちらに挙げられている

研究発表、論文、それから標準化活動など、件数という面で非常に多数出ておりますし、また、実

証という目的を果たしているという例もたくさんありますので、そういう意味では全体として非

常に有意義で、目標に向かって正しい方向に進められたのではないかと感じております。以上のこ

とから、私としては非常にポジティブに捉えているというのが、全体の講評です。 

【段野委員】 この事業が始まった当初から、流れの中でも、IoT という名前はもう今や名称としては一

般的になりました。非常に電子デバイスが増えてくる中で、省エネという所を進めていく、またそ

こで色々な用途に広めていくために社会実装を図っていこうとしています。こうした観点でもや

はり委託事業で実施するという事ですとか、業界横断型で新しいユースケースをどんどん作って

いこうという事で、ここは NEDO が旗を振られて、実証事業という形でやられていく事は、非常
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に NEDO がやる意義もあったと考えております。研究開発のマネジメントにつきましては、なか

なか新しい部分で、どういったテーマが来るか分からないというような所がある中で、NEDO と

してもテーマ発掘に向けて色々な業界団体の皆さんや経産局との連携、また NEDO が実際足を運

んで、企業を回ってのヒアリングを通じた様々な形でのテーマアップを実施されて、最終的にちゃ

んと 20 件弱の公募があり、そこから厳選されたテーマが採択されているという所は、テーマ発掘・

選定という部分では非常に良かったのだろうと思っております。また、それが最終的に 11 テーマ

全てに達成度「妥当」以上の評価がもらえたという所にもつながっているのかと考えております。

またマネジメントにつきましても、初年度、少し事業が遅れたという影響はありましたが、その

後、制度の期中改善という形で公募期間が早くなったといった事も奏功していると思いますので、

十分、過年度の経験や知見を生かして、期中に柔軟にマネジメントをアップデートしていくという

事で、きちんとしたマネジメントが行われてきたのだろうと思います。研究開発・成果につきまし

ても 11 テーマ全てに達成度「妥当」以上の評価がもらえたという所で、ここは事前のテーマの採

択の部分と、その後、技術経営アドバイザーであるとか中間評価の改善のフィードバック等々を踏

まえて、NEDO の助言の下、各受託先の企業も頑張られて、きちんと成果も出たのかと思ってお

ります。実際ここから、具体的にカウントできる成果につながっているような事はもちろん評価は

出来ますが、それ以上に業界を挙げてちゃんと用途を開発したり、製品を普及させたりしていこう

というコンソーシアムですとか、新しい業間の団体が立ち上がって、それがきちんと今もワークし

ている所が一番大きな成果なのではなかろうかと思います。 

【桜井分科会長代理】 まず位置付け・必要性についてですけれども、技術開発のみならず、ユースケー

スに技術をつなぐという所を事業化したという所で、意義深いものだったと考えられます。特に、

信頼性・安全性あるいは標準化・共通化というような切り口を加えたというのが具体的であって、

成果に結び付いたのではないかと思います。2 番目にマネジメントですけれども、いくつかの委員

会を設置して、あるいはアドバイザー等を設置して、うまくマネジメントされたのではないかとい

う事です。2 年目以降の制度運用の見直しなども残っておりますので、NEDO に対してもそのフ

ィードバックが生きたという事ですし、質疑からは、実施者からも有意義であったというようなコ

メントをもらっているという事で、マネジメントが功を奏していると理解いたしました。最後に成

果ですけれども、私としては特に、企業のネットワークが出来たというのが非常に大きな成果だっ

たという事です。特にこの事業によって設立されたコンソーシアムが大変多い、かつ参加企業数も

非常に多いという事で、今後この分野で事業が活性化していく時に、こういうネットワークが大変

生きてくるのではないか。この事業がなければこういうものがなかなか立ち上がらなかったので

はないかという意味では、大きな成果だったのではないかと理解しました。 

【浅野分科会長】 まず位置付け・必要性についてですが、このユースケースまで持っていくという所、

これは NEDO の事業としては随分新鮮に、私自身は感じました。こういう制度に対して、事業に

対して、各年度 20 件近くの応募があったという事は、やはりそれなりに企業側からこういう事業

に対する要望があったのだろうと理解いたします。残念ながらその中で 5 件程度しか、それぞれ

の年度で選べなかったということですが、場合によってはこれからもこういう事業を拡大しても

宜しいのではないかと感じた次第です。それからマネジメントについてですが、色々斬新な取り組

みをされていると思いました。一つは、プロジェクトリーダーを採択後に改めて設置するという考
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え方は新鮮に感じました。それから技術経営アドバイザーです。これも NEDO としては登録され

ている方々がいらっしゃるというように聞かせていただいて、大変心強い限りだと思いますが、実

施者側の意見も踏まえた上でアドバイザーを選んで、適切なマネジメントの下に有効に活用され

たのではないかと思います。それと、技術的には技術推進委員会を設けて、途中で技術的な進捗を

評価いただいたというのも、随分功を奏したのではないかと感じた次第です。マネジメントの新た

な取り組みが随分有効に活用されたのではないかと感じました。それから、成果についても多くの

事例があって、大変高く評価いたしますが、ただ、これからこれが具体的にサービスとしてどうい

うものが生まれたかというのを、社会にアピールできるようにフォローアップしていただけると

宜しいと感じた次第です。総じて、新しい取り組みが今後も発展していくべき制度なのではないか

と感じた次第です。 

【浅野分科会長】それでは最後、推進部長から一言ございますか。宜しくお願いいたします。 

【都築部長】 本日は色々な評価を頂きまして、ありがとうございました。この事業ですけれども、今日

も色々と御審議いただきまして、貴重なコメントも頂きました。今日の議論の中でも、色々な意味

で新しい取り組みだという事が強調されていたかと思いますが、我々にとっても色々な意味で試

行錯誤というかそういう中で、こういった制度が NEDO の事業としてのフィージビリティがある

のかどうかという事も含めて、色々な事を考えながらやってきたという、そういう経緯がございま

す。結果的には、一定の評価をそれぞれのテーマでも頂きましたし、今日も色々割と好意的なコメ

ントをたくさん頂戴できたという事は、大変我々としてはうれしく思っております。いくつかあり

ましたけれども、例えばコンソーシアムの件というのにつきましても、色々な形でのコンソーシア

ムがありますけれども、中には単にコンソーシアムとしてみんなで拡大して普及させていこうで

はなくで、色々な人が扉をたたいてくるという、そういうようなコンソーシアムが出来上がったと

いう所があります。先ほどもそういう事について、今後もフォローしていくのかというような事と

か、支援とか、そういうような話も御指摘を頂戴したかと思いますが、できるだけ我々もうまく、

要するにコンソーシアムを名指しで支援する事はなかなか難しいと思いますけれども、色々なタ

イミング、それから色々な他の事業などを通じて、我々としてもケアはしてまいりたいと思ってお

ります。 

それから、アドバイザーの話も色々と御指摘を頂きました。研究開発をやっていく上で、こうい

うハンズオン型のものというのは、特に中小企業を相手にした時には非常に必要になってくるも

のだと思っております。今回の話は必ずしも中小企業ばかりではないですけれども、今回はどこの

ステージかというと、実用化・事業化という所で、そういうハンズオンを入れてみたという事で

す。それについても、これからの我々の事業においてもまた似たような取り組みが出来ないかとい

う事は検討してまいりたいと思っております。 

それから標準化の所です。この所でも非常に大きな位置付けとして、標準化というものを、ドラ

イブを掛けてやってきたつもりです。こういう実証事業は、個別のユースケースを前提にするもの

ですから、逆に言うとそれっきりになってしまう。実用化の助成みたいなものであれば、個社の事

業の事業化が出来ればそれでいいという事ではありますが、本件のように委託でやるような実証

事業という事になりますと、どうしてもそれだけだとメッセージとしては十分ではなく、やはり広

がりという事を考えていきたい。そういう中で標準化とか、横の広がりを目指したという事で対応
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させていただいてきたわけです。従って、プレーヤーの主観的な対応だけではなく、世の中に問う

ような形で事業を進めていただく事を旨として推進をしてきたつもりです。 

いずれにしてもこの事業は、今回は一つのきっかけとしてサポートさせていただいたという事

ですが、今後、これは世の中に実際に羽ばたいてこそ意義があるという世界でありますし、先ほど

のように、横の広がりで乗数効果が出て有意義であるという部分もあると思います。そういった形

で我々もフォローをしてまいりたいと思っております。また色々な御指導を賜れればと思ってお

ります。どうもありがとうございました。 

 

８．今後の予定、その他 

９．閉会 
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NEDO における制度評価・事業評価について 

 
 
1. NEDO における制度評価・事業評価の位置付けについて 

NEDO は全ての事業について評価を実施することを定め、不断の業務改善に資するべく

評価を実施しています。 
評価は、事業の実施時期毎に事前評価、中間評価、事後評価及び追跡評価が行われます。 
NEDO では研究開発マネジメントサイクル（図 1）の一翼を担うものとして制度評価・

事業評価を位置付け、評価結果を被評価事業等の資源配分、事業計画等に適切に反映させ

ることにより、事業の加速化、縮小、中止、見直し等を的確に実施し、技術開発内容やマ

ネジメント等の改善、見直しを的確に行っていきます。 

 

図 1 研究開発マネジメントサイクル概念図 

 
2.評価の目的 

NEDO では、次の 3 つの目的のために評価を実施しています。 
(1)業務の高度化等の自己改革を促進する。 
(2)社会に対する説明責任を履行するとともに、経済・社会ニーズを取り込む。 
(3)評価結果を資源配分に反映させ、資源の重点化及び業務の効率化を促進する。 

 
3. 評価の共通原則 

評価の実施に当たっては、次の５つの共通原則に従って行います。 
(1)評価の透明性を確保するため、評価結果のみならず評価方法及び評価結果の反映状況

を可能な限り被評価者及び社会に公表する。 
(2)評価の明示性を確保するため、可能な限り被評価者と評価者の討議を奨励する。 
(3)評価の実効性を確保するため、資源配分及び自己改革に反映しやすい評価方法を採用
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する。 
(4)評価の中立性を確保するため、外部評価又は第三者評価のいずれかによって行う。 
(5)評価の効率性を確保するため、研究開発等の必要な書類の整備及び不必要な評価作業

の  重複の排除等に務める。 

 
4.制度評価・事業評価の実施体制 
  制度評価・事業評価については、図 2 に示す実施体制で評価を実施しています。 
 ①研究評価を統括する研究評価委員会をＮＥＤＯ内に設置。 
②評価対象事業毎に当該技術の外部の専門家、有識者等を評価委員とした研究評価分科会

を研究評価委員会の下に設置。 
③同分科会にて評価対象事業の評価を行い、評価報告書が確定。 
④研究評価委員会を経て理事長に報告。 

 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 

 
 

図 2 評価の実施体制 

 
 
5. 分科会委員 
  分科会は、対象技術の専門家、その他の有識者から構成する。 

 
 
 

N E D O 

評価報告書確定・報告 

理 事 長 

報告 

国 民 

評価結果公開 

分 科 会 Ａ 

研究評価委員会 

評価結果の制度等への反映 
推 進 部 署 

評 価 事 務 局 

分科会 B 

評価報告書（案）作成 

分科会 C 

分科会 D 

推 進 部 署 ※ 

制度の説明 

※実施者が加わることもある 
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「クリーンデバイス社会実装推進事業」（事後評価） 

に係る評価項目・基準 
 

1. 位置付け・必要性について  
(1) 根拠  
・実施期間を通じて総体的に、政策における「制度」の位置付けは明らかであったか。  
・実施期間を通じて総体的に、政策、市場動向、技術動向等の観点から、「制度」の必要性

は明らかであったか。  
・実施期間を通じて総体的に、NEDO が「制度」を実施する必要性は明らかであったか。  
(2) 目的  
・「制度」の目的は妥当であったか。  
(3) 目標  
・「制度」の目標は妥当であったか。  

 
2. マネジメントについて  
(1) 「制度」の枠組み  
・目的、目標に照らして、「制度」の内容（応募対象分野、応募対象者、開発費、期間等）は

妥当であったか。  
・目的、目標に照らして、「テーマ」の契約・交付条件（研究期間、「テーマ」1 件の上限額、

NEDO 負担率等）は妥当であったか。  
(2) 「テーマ」の公募・審査  
・「テーマ」発掘のための活動は妥当であったか。  
・公募実施（公募を周知するための活動を含む）の実績は妥当であったか。  
・公募実績（応募件数、採択件数等）は妥当であったか。  
・採択審査・結果通知の方法は妥当であったか。  
(3) 「制度」の運営・管理  
・研究開発成果の普及に係る活動は妥当であったか。  
・「テーマ」実施に係るマネジメントは妥当であったか。  
・「テーマ」評価は妥当であったか。  

 
3. 成果について  
・最終目標を達成したか。  
・社会・経済への波及効果が期待できる場合、積極的に評価する。  

 
 
 
 



 

 

 
 
  
 

 

本評価報告書は、国立研究開発法人新エネルギー・産業技術総合開

発機構（NEDO）評価部が委員会の事務局として編集しています。 
 

平成２９年９月 

 

 

 NEDO 評価部 

 部長 保坂 尚子 

 担当 駒﨑 聰寛 

 

＊研究評価委員会に関する情報はNEDOのホームページに掲載しています。 

（http://www.nedo.go.jp/introducing/iinkai/kenkyuu_index.html） 
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